
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　各団体支部に対して、事業の適正化・効率化を図るための指導を行う。

　事業の適正化・効率化を更に向上させるため、各団体支部
への指導を徹底する。

・部落の完全解放と基本的人権の確立のため、人権・同和問
　題の正しい理解と認識を深める啓発活動を推進する民間運
　動団体で、かつ茨城県が対応している団体(市内４支部)を
　支援し、人権・同和問題の早期解決と差別意識の解消を図
　る。

　民間運動団体は、部落差別の解消を図るべく自主的に活動
する団体であり、同和問題の解決に貢献し、多くの成果をも
たらしてきている。行政が実施困難な同和関係者の自立に向
けた支援や相談、教育、啓発等を行い、効果は着実に表れて
きている。

・茨城県対応の民間運動団体(市内４支部)を支援し、人権・
　同和問題の早期解決に寄与する。
・４月上旬　補助金交付要項（単年度）を制定し、各団体支
　　　　　　部へ周知
・５月末まで　交付申請受付
・３月末まで　実績報告書受付（関係書類含む）
・３月末　交付額確定通知
・随時　指導・助言

・H30年度補助金交付要項を定め、市補助金交付適正化規則
　に基づき事業を実施
・各団体支部に対して、事業の適正化・効率化を図るための
　指導・助言を行った。
・４月１日　補助金交付要項施行
・４月中旬～下旬　各団体からの申請により交付決定
・４月中旬～３月下旬　各団体による事業実施
・３月下旬　補助金交付額確定

継続

人権啓発推進支援事業

補助金（直接）

01-030107-11 民間団体活動に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

部落差別の解消の推進に関する法律

　差別のない地域社会を創出する。（人権・同和問題の早期
解決を図る。）

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証
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目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

部落解放愛する会茨城県連合会 つくば支部　2,150,000円
全日本同和会茨城県連合会 谷田部支部　900,000円
全日本同和会茨城県連合会 桜支部　900,000円
茨城県地域人権運動連合会 つくば支部　200,000円

計 4,150,000円

       5,585        5,575

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.20          0.20

         5.00          5.00

無 無

       1,435        1,425

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       4,150        4,150        4,150            0

       4,150        4,150        4,150            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　未だ残存する「心理的差別の解消（予断・偏見等の払拭）」及び同和問題の解決を遅らせている大きな要因「えせ同和
行為の排除」に向けた啓発の推進

　人権・同和問題の早期解決を目指し、残された課題である
「心理的差別の解消」と「えせ同和行為の排除」を中心とし
た啓発活動を更に推進する。

・市職員等への同和問題研修等の実施により、人権・同和問
　題に対する正しい理解と認識を図るための啓発活動を推進
　する。
・国・県・市町村及び民間運動団体の実施する研修会・講演
　会等に職員を積極的に派遣し、人権・同和問題の正しい理
　解と認識を深め、人権意識の醸成と高揚を図る。

　研修会・講演会等への参加により、職員の人権意識の醸成
と高揚が図られ、同和問題に対する理解・認識は高まった。
参加職員等を中心に同和問題の正しい理解と認識を広める啓
発活動が推進された。また、広域隣保相談の実施により、関
係地域住民の問題解決のための支援を行い、生活環境等の安
定向上に寄与した。

・啓発活動　①同和問題研修　②啓発用品作成・配布
・人権（同和）問題研修会等への職員の参加・動員
　自治体主催：延10名以上（７月、8月、12月、２月）
　運動団体主催：延73名以上（計13回）
　　５月：２回４名、６月：１回９名、８月：１回11名
　　９月：３回12名、10月：２回12名、12月：１回11名
　　２月：３回14名
・えせ同和行為排除のための啓発（相談含む）
・広域隣保活動事業（生活・人権相談所開設）13日/月

・地方自治体主催研修会・講演会へ計７回で延18名の職員が
　参加
・民間運動団体主催研修会へ計12回で延71名の職員が参加
・窓口において同和問題に関する相談を実施
・広域隣保相談所を開設し、生活・人権相談事業を実施
　（実施日数：156日　相談件数：120件）
・同和問題啓発リーフレット及びえせ同和行為対応冊子の配
　布並びに人権啓発用品の作成・配布を行い啓発に努めた。

継続

人権啓発推進事業

職員のみ

01-030107-12 地域改善対策に要する経費

        85.0

         0.0

        90.0

         0.0

        85.0

         0.0

        87.0

         0.0

        89.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

部落差別の解消の推進に関する法律

　差別のない地域社会を創出し、人権が尊重される明るく住
みよい社会の実現を図る。（人権・同和問題の早期解決を図
る。）

地方自治体主催研修会・講演会参加者数及び民間運動団体主催研修会参加者数の合計人数

研修会等参加者数

R01

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

平成30年度

        77.0

         0.0

        77.0

         0.0

        77.0

         0.0

        77.0

         0.0

        83.0

         0.0

        83.0

         0.0

        83.0

         0.0

法定＋任意

■

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証
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人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

報　酬：936千円
　（広域隣保相談員）　6千円×13日×12カ月＝936千円
旅　費：814千円
　（広域隣保相談員）　2千円×13日×12カ月＝312千円
　（普通旅費）　27千円
　（特別旅費）　475千円
需用費：672千円
　（消耗品費）　663千円
　（食糧費）　9千円
負担金：113千円
　（研修会負担金）　13千円
　（人権教育啓発推進センター）　100千円

       7,803        8,024

維持

3

4

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         0.80          0.80

        20.00         20.00

無 無

       5,737        5,696

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R01

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

         720          936          936            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       1,346        1,392        1,599            0

       2,066        2,328        2,535            0

平成29年度 平成30年度 令和 1年度 令和 2年度


